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Ⅴ 参考 
 

  １ 価格転嫁  
 

＜農林⽔産省の動き＞ 
適正な価格形成に関する協議会 
農林⽔産省は、持続可能な⾷料供給の実現に向けて、課題の分析を⾏いつつ、フードチェーンの各段階でのコストを

把握し、それを共有し、⽣産から消費に⾄る⾷料システム全体で適正取引が推進される仕組みの構築を検討するため
の協議の場として、「適正な価格形成に関する協議会」を設置、開催している。 

協議会の下に、各品⽬の課題の分析及び適正取引が推進される仕組みの構築を検討するための協議の場として、飲
⽤⽜乳、⾖腐・納⾖、⽶、野菜の各品⽬について、それぞれワーキンググループを開催している。  

 
【農林⽔産省︓適正な価格形成に関する協議会】 

https://www.maff.go.jp/j/shokusan/kikaku/kakaku_keisei/imdex.html 
 
 
＜公正取引委員会の動き＞ 

a. 労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針（以下本章a、bにおいて、労務費転嫁交渉指針という。） 
 内閣官房及び公正取引委員会は、「特別調査(後記 b の「令和５年度調査」をいう。)」の結果を踏まえ、労務費、原
材料価格、エネルギーコスト等のコストのうち、労務費の転嫁に係る価格交渉について、発注者及び受注者それぞれが
採るべき⾏動／求められる⾏動を 12 の⾏動指針として取りまとめ、令和５年 11 ⽉ 29 ⽇に公表した。 
 
＜本指針の性格＞ 

・労務費の転嫁に関する事業者の発注者・受注者の双⽅の⽴場からの⾏動指針 
・労務費の適切な転嫁のため、発注者及び受注者がこの⾏動指針に沿った⾏為を⾏うことが必要 
・本指針に記載の 12 の⾏動指針に沿わないような⾏為をすることにより、公正な競争を阻害するおそれがある場合

には、公正取引委員会において独占禁⽌法及び下請代⾦法に基づき厳正に対処することを明記 
・他⽅で、記載された発注者としての⾏動を全て適切に⾏っている場合、通常は独占禁⽌法及び下請代⾦法上の問題

が⽣じない旨記載 
 

１. 発注者として採るべき⾏動／求められる⾏動 
① 本社（経営トップ）の関与 
② 発注者側からの定期的な協議の実施 
③ 説明・資料を求める場合は公表資料とすること 
④ サプライチェーン全体での適切な価格転嫁を⾏うこと 
⑤ 要請があれば協議のテーブルにつくこと 
⑥ 必要に応じ考え⽅を提案すること 

 
２. 受注者として採るべき⾏動／求められる⾏動 

① 相談窓⼝の活⽤ 
② 根拠とする資料 
③ 値上げ要請のタイミング 
④ 発注者から価格を提⽰されるのを待たずに⾃ら希望する額を提⽰ 
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３. 発注者・受注者の双⽅が採るべき⾏動／求められる⾏動 
① 定期的なコミュニケーション 
② 交渉記録の作成、発注者と受注者の双⽅での保管 

 
【内閣官房、公正取引委員会︓労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針】 

https://www.jftc.go.jp/dk/guideline/unyoukijun/romuhitenka.html  

 
b. 令和６年度価格転嫁円滑化の取組に関する特別調査 

 公正取引委員会は、価格転嫁円滑化に関する政府全体の施策である「パートナーシップによる価値創造のための転嫁
円滑化施策パッケージ」（令和３年 12 ⽉ 27 ⽇ 内閣官房・消費者庁・厚⽣労働省・経済産業省・国⼟交通省・公正取
引委員会）に基づく取組の⼀環として、令和４年１⽉ 26 ⽇に「下請代⾦⽀払遅延等防⽌法に関する運⽤基準」（平成 15
年公正取引委員会事務総⻑通達第 18 号）を改正するとともに、令和４年２⽉ 16 ⽇、公正取引委員会のウェブサイト
に掲載している「よくある質問コーナー(独占禁⽌法)」の Q&A（以下「独占禁⽌法 Q&A」という。）に、下記①⼜は②
に該当する⾏為（以下「独占禁⽌法 Q&A に該当する⾏為」という。）が、独占禁⽌法上の優越的地位の濫⽤の要件の⼀
つに該当するおそれがあることを明確化した。 
 

① 労務費、原材料価格、エネルギーコスト等のコストの上昇分の取引価格への反映の必要性について、価格の交
渉の場において明⽰的に協議することなく、従来どおりに取引価格を据え置くこと 

② 労務費、原材料価格、エネルギーコスト等のコストが上昇したため、取引の相⼿⽅が取引価格の引上げを求め
たにもかかわらず、価格転嫁をしない理由を書⾯、電⼦メール等で取引の相⼿⽅に回答することなく、従来ど
おりに取引価格を据え置くこと 

 
その後、独占禁⽌法 Q&A に該当する⾏為が疑われる事案や価格転嫁の状況等を把握するため、令和４年度に「独占

禁⽌法上の「優越的地位の濫⽤」に関する緊急調査」を、令和５年度に「独占禁⽌法上の「優越的地位の濫⽤」に係る
コスト上昇分の価格転嫁円滑化の取組に関する特別調査」（以下「令和５年度調査」という。）を実施した。 

令和６年度においては、労務費転嫁交渉指針に基づく発注者・受注者の⾏動をフォローアップすることにより労務費
の転嫁円滑化の進捗状況を把握するとともに、引き続き独占禁⽌法 Q&A に該当する⾏為が疑われる事案に関する実態
等を把握するため、「令和６年度価格転嫁円滑化の取組に関する特別調査」（以下「令和６年度調査」という。）を実施
し、その結果を取りまとめた。 

 
令和６年度調査の結果の概要は以下のとおり。 
 
１. 令和６年度調査では、労務費転嫁交渉指針の公表から約半年が経過した時点における労務費転嫁交渉指針の認知

度は約 50％であったところ、労務費の上昇を理由に価格転嫁を要請した場合に取引価格が引き上げられた受注
者の割合は、労務費転嫁交渉指針を知っていた者の⽅が知らなかった者よりも⾼い結果となった。 
 

２. 令和６年度調査では、令和５年度調査と⽐較して、各サプライチェーンの各取引段階において、価格転嫁を要請
した商品・サービスの数の７割以上の価格転嫁が認められた割合が上昇した。特に、サービス業のサプライチェ
ーンでは、サービス提供業者（元請）から三次受注者までの各取引段階において 15 ポイント以上上昇するなど、
コスト構造に占める労務費の割合が⾼いサービス業において、令和５年度調査では低調であった価格転嫁に改善
がみられた。他⽅で、サービス提供業者（元請）や各段階の受注者がその先の取引先受注者からの価格転嫁を受
け⼊れるための原資となる、サービス提供業者（元請）から需要者（事業者）への価格転嫁が⼗分に進んでいな
い状況もうかがわれた。 
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３. 令和６年度調査では、回答者数に占める注意喚起⽂書送付件数の割合が、令和５年度調査と⽐較して、通常調査
では 1.4 ポイント、注意喚起⽂書の送付対象者に対するフォローアップ調査では 2.7 ポイント減少し、緩やか
ではあるものの価格転嫁円滑化の取組が引き続き進んでいると考えられる結果となった。 
 

４. 事業者名公表 10 名は、フォローアップ調査の期間中における価格転嫁円滑化の取組により、全体としては価格
転嫁円滑化を相当程度進めており、相当数の受注者との間で協議を経ずに取引価格を据え置いている状況は解消
していると認められる。 

 
【優越的地位の濫⽤に関する独占禁⽌法上の考え⽅】 

https://www.jftc.go.jp/dk/guideline/unyoukijun/yuetsutekichii.html 
 
【(令和６年 12 ⽉ 16 ⽇)「令和６年度価格転嫁円滑化の取組に関する特別調査」の結果について】 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2024/dec/241216_tokubetucyosakekka.html 
 

c. 企業取引研究会 
  公正取引委員会及び中⼩企業庁は、適切な価格転嫁を我が国の新たな商慣習としてサプライチェーン全体で定着さ

せていくための取引環境を整備する観点から、優越的地位の濫⽤規制の在り⽅について、下請法を中⼼に検討するこ
とを⽬的として、令和６年７⽉以降、「企業取引研究会」を計 6 回開催した。また、同研究会における議論を経て、｢企
業取引研究会報告書｣を取りまとめ、同年 12 ⽉ 25 ⽇に公表した。 
 

【(令和 6 年 12 ⽉ 25 ⽇)「企業取引研究会報告書」に対する意⾒募集について】 
 https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2024/dec/1225_kigyotorihiki_repot.html 
 
＜中⼩企業庁の動き＞ 
 中⼩企業が原材料費、エネルギーコスト、労務費の上昇分を適切に価格転嫁できる環境を整備するため、令和３年９
⽉から、９⽉と３⽉の年２回を「価格交渉促進⽉間」と定め、価格交渉及び価格転嫁の促進に取り組んでいる。具体的
には、約 1,700 の業界団体を通じて、親事業者に価格転嫁への積極的な対応を要請している。さらに「⽉間」後には、
その実効性をあげるため、中⼩企業 30 万社に対するアンケート調査や、下請Ｇメンによるヒアリングなどのフォロー
アップ調査を実施し、価格交渉及び価格転嫁についての状況を調査している。これらの結果は、 
 

① 業界ごとの「価格転嫁率」や「価格交渉の状況」に関するランキングの算出・公表 
② 「受注側中⼩企業 10 社以上から主要な取引先として挙げられた発注側企業の価格交渉・価格転嫁状況のリス

ト」の公表 
③ 価格交渉と価格転嫁の状況の芳しくない親事業者に対する「指導・助⾔」の実施（下請中⼩企業振興法に基づき

実施） 
など、価格転嫁の実効性向上に向けた取組に活⽤している。 
 

こうした価格転嫁や取引適正化を推進するものとして、下請事業者及び親事業者のよるべき⼀般的な基準である振興
基準（下請中⼩企業振興法第３条第１項）の改定も⾏っている。令和５年度には、「労務費の適切な転嫁のための価格
交渉に関する指針（内閣官房・公正取引委員会）」が取りまとめられたこと等を受け、価格交渉の現場において本指針
の活⽤を促進することや、原材料費やエネルギーコストの⾼騰があった場合に、適切なコスト増加分の全額転嫁を⽬指
すことに関して、振興基準の改定を⾏った。令和 6 年度には、⽀払⼿段の関連で約束⼿形等の⽀払サイトを 60 ⽇以内
とすることの徹底や、下請法で禁⽌する買いたたきの解釈を明確にする旨について、振興基準の改定を⾏っている。 
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 さらに、中⼩企業庁では、中⼩企業に取引実態をヒアリングする下請 G メン（取引調査員）を全国に配置し、業界ご
との取引実態の把握に努めている。下請Ｇメンについては、令和６年 4 ⽉からは 330 名へと体制強化を⾏っており、
下請 G メンが把握・分析した業種特有の課題については、各業界団体の⾃主⾏動計画の改定等に反映するよう要請し、
取引適正化のプロセスの体系化・強化に繋げていくこととしている。  
 その他に、サプライチェーン全体の共存共栄を⽬指す「パートナーシップ構築宣⾔」の宣⾔企業数拡⼤と宣⾔の実効
性向上に取り組んでいる。 
 

 
【中⼩企業庁︓価格交渉促進⽉間（2024 年 9 ⽉）フォローアップ調査の結果について】 

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/follow-up/dl/202409/result_01.pdf 
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/follow-up/dl/202409/result_02.pdf 

 
【中⼩企業庁︓下請 G メンによるヒアリング等調査結果の御報告】 

https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/shingikai/torihikimondai/021/dl/003.pdf 
  
【中⼩企業庁︓振興基準】 
 https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/shinkoukijyun.html 
 
【内閣府、中⼩企業庁、農林⽔産省等︓パートナーシップ構築宣⾔】 
 https://www.biz-partnership.jp/ 
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 ２ 物流  

 
＜政府の動き＞ 
最近の物流に関する政府の主な取組をいくつか例⽰すると下図のとおり。 

 
【内閣官房︓我が国の物流の⾰新に関する関係閣僚会議】 

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/buturyu_kakushin/index.html 
 
【農林⽔産省︓農林⽔産省物流対策本部、農林⽔産品・⾷品の物流に関する官⺠合同タスクフォース】 

https://www.maff.go.jp/j/shokusan/ryutu/buturyu.html 
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＜物流の 2024 年問題について＞ 
トラックドライバーの⻑時間労働是正のため、2024 年 4 ⽉から⾃動⾞運転者に時間外労働の上限規制（年 960 時

間）が適⽤され、物流効率化に取り組まなかった場合、労働⼒不⾜による物流需給がさらにひっ迫するおそれがあり、
その結果、輸送能⼒不⾜がさらに深刻化する可能性がある。 
 「⾃動⾞運転者の労働時間等の改善のための基準」（改善基準告⽰）は、⾃動⾞運転者について、その業務の特性を踏
まえ、⼀律に適⽤される労働基準法では規制が難しい拘束時間等の基準を定めたものであり、上記の時間外労働の上限
規制を受け、2022 年 12 ⽉に改正され、2024 年４⽉から新たな基準が適⽤された。具体的には、年間の拘束時間を
3,300 時間（原則）、１か⽉の拘束時間を 284 時間（原則）、１⽇の休息期間について継続 11 時間以上を基本とし、９
時間を下限とするなどである。 

 
＜⾃主⾏動計画＞ 

2023 年 6 ⽉ 2 ⽇に決定された「物流⾰新に向けた政策パッケージ」に基づき、業界・分野別に、物流の適正化・⽣
産性向上に関する「⾃主⾏動計画」を団体・事業者が作成、政府として公表している。 

 
【内閣官房︓⾃主⾏動計画】 

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/buturyu_kakushin/index.html 
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＜規制的措置の法制化＞ 

 
＜改正物流効率化法の規制的措置の施⾏に向けた検討＞ 

国⼟交通省、経済産業省及び農林⽔産省は、2024 年 5 ⽉ 15 ⽇に公布された改正物流効率化法の荷主・物流事業者
等に対する規制的措置の施⾏に向けた検討を⾏うため、同年 6 ⽉ 28 ⽇から交通政策審議会 交通体系分科会 物流部
会・産業構造審議会 商務流通情報分科会 流通⼩委員会・⾷料・農業・農村政策審議会 ⾷料産業部会 物流⼩委員会合
同会議を開催。 

基本⽅針、判断基準、特定事業者の指定基準等の内容について計４回の議論を経て同年 11 ⽉ 27 ⽇に取りまとめを公
表。  
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＜改正物流効率化法の規制的措置の施⾏に向けた検討（続き）＞ 

 
 
＜改正物流効率化法のスケジュール（想定）＞ 
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３ 適正取引  
 
a. 卸売市場の仲卸業者等と⼩売業者との間における⽣鮮⾷料品等の取引の適正化に関するガイドライン 
「卸売市場の仲卸業者等と⼩売業者との間における⽣鮮⾷料品等の取引の適正化に関するガイドライン」（以下「本

ガイドライン」という。）は⼩売業者と仲卸業者等との間に交渉⼒の差がある中で、仲卸業者等から「⼩売業者との間
における⽣鮮⾷料品等の取引において適正化を図るべき事例が存在しているのではないか」との意⾒が出されたこと
を踏まえ、卸売市場関係者を対象に⾷品等流通調査を実施。 

調査の結果、不当な返品など独占禁⽌法等の観点から問題となり得る事例が明らかになったことから、⾷品等流通
法に基づく措置として本ガイドラインを策定し、令和６年 3 ⽉２７⽇に公表。同⽇、卸売市場関係団体及び⼩売団体
に周知し、本ガイドラインに留意した取引を積極的に実践するよう⼩売団体を通じて依頼。 
 
https://www.maff.go.jp/j/press/shokuhin/ryutu/240327_26.html 
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b. ⾷品製造事業者・⼩売業者間における適正取引推進ガイドライン 
令和３年 12 ⽉に策定された「⾷品製造事業者・⼩売業者間における適正取引推進ガイドライン」は、⾷品製造業

者と⼩売業者との取引関係において問題となり得る事例を提⽰し、できるだけわかりやすい形で独占禁⽌法や下請法
の考え⽅を⽰すことにより、取引上の法令違反を未然防⽌することを⽬的としている。 

 
https://www.maff.go.jp/j/shokusan/kikaku/tekiseitorihiki.html 



 

- 39 - 
 

４ 環境配慮  
 

<プラスチック資源循環に係る国内外の動き> 
a. プラスチック汚染に関する条約 
2019 年に開催された G20 ⼤阪サミットにおいて、⽇本は 2050 年までに海洋プラスチックごみによる追加的な汚

染をゼロにまで削減することを⽬指す「⼤阪ブルー・オーシャン・ビジョン」を提案し、⾸脳間で共有された。  
2022 年の第 5 回国連環境総会再開セッション（UNEA5.2）において、「プラスチック汚染に関する法的拘束⼒のあ

る国際⽂書（条約）」策定のための政府間交渉委員会（INC）が設⽴され、2024 年末までの作業完了を⽬指すことを決
議。⽣産から廃棄物管理に⾄るライフサイクル全体を対象として、2024 年末までに５度の交渉が⾏われたが、合意に
は⾄らず、今後、再開会合においても交渉を継続することとしている。 

 
ｂ. プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律 

2022 年４⽉に、プラスチックのライフサイクルに関わるあらゆる主体におけるプラスチックの資源循環の取組を
促進するための措置を盛り込んだ「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」が施⾏された。事業者に対
して、プラスチック使⽤製品廃棄物の排出抑制や、政令で定める特定プラスチック使⽤製品 12 製品（フォーク、ス
プーン、テーブルナイフ、マドラー、飲料⽤ストロー等）について対象業種の事業者に対して、使⽤の合理化（提供
⽅法の⼯夫、提供する製品の⼯夫）等の取組を求めている。 
 

c. ＥＵ包装・包装廃棄物規則（PPWR: Packaging and Packaging Waste Regulation） 
容器包装のリサイクル、リユースの促進や包装廃棄物の削減を⽬的として、⾷品に限らず全ての包装及び包装廃棄

物を対象として、７つの持続可能性要件（リサイクル可能な包装であること、リサイクル材の最低含有割合等）を定
めた。当該要件を満たさない包装については、輸⼊品を含めて上市を禁⽌し、事業者に対しては、本規則に従って作
成する技術⽂書で要件への適合の実証や、⾃⼰の責任で要件適合を保証・宣⾔（ＥＵ適合宣誓書）することなどにつ
いて義務を課すものとなっている。同規則は、2024 年 12 ⽉ 16 ⽇に欧州理事会で採択され、2025 年２⽉ 11 ⽇に
発効し、個別に適⽤時期が定められた規定を除き、その 18 ヶ⽉後（2026 年８⽉ 12 ⽇）から適⽤される予定。主
な持続可能性要件については、今後策定される下位規則により詳細が決定され、2030 年から適⽤される⾒込みとな
っている。 

 
【プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律(プラ新法)の普及啓発ページ】 

https://plastic-circulation.env.go.jp/ 
 
【輸出先国における容器・包装に関する規制】 

https://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/e_process/k_packaging.html 
 
【EUR-Lex （EU 法データベース）︓Regulation (EU) 2025/40】 

https://eur-lex.europa.eu/eli/reg/2025/40/oj/eng 
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＜⾷品ロス削減・⾷品リサイクル＞ 
a. ⾷品リサイクル法の省令及び基本⽅針の⾒直し 

農林⽔産省は、⾷品寄附、⾷品リサイクルの取組を推進するために、令和７年３⽉に⾷品循環資源の再⽣利⽤等の
促進に関する法律（⾷品リサイクル法）の省令及び基本⽅針を改正した。 

省令の改正では、⾷品ロスの発⽣抑制に向け、「未利⽤⾷品等まだ⾷べることができる⾷品の提供」や「未利⽤⾷品
の提供量等の情報提供」を努⼒義務として規定した。 

現⾏の削減⽬標（2030 年度までに 2000 年度⽐で半減（273 万トン））は、2022 年度（236 万トン）に達成した
ことから、基本⽅針改正において、2000 年度⽐で 2030 年度までに 60%削減（219 万トン）する⽬標を新たに設定
した。新たな⽬標の達成には、⾷品関連事業者の取組だけでなく、消費者の⾷品ロス削減への理解や取組が鍵となっ
ている。⾷品ロスの発⽣量が多い⼯程等において、国・⾃治体・⾷品関連事業者・消費者が連携して、サプライチェ
ーン全体で効果的な取組を強化する必要がある。また、基本⽅針改正において、再⽣利⽤等実施率の⽬標値を⾒直す
とともに再⽣利⽤等実施率向上のための取組を⾏うよう規定したほか、⾷品関連事業者に対して、判断基準省令に従
って計画的に⾷品循環資源の再⽣利⽤等に取り組むよう規定した。 

 

b. ⾷品ロスの削減の推進に関する基本的な⽅針 
⾷品ロスの削減の推進に関する基本的な⽅針について、令和７年３⽉に変更の閣議決定が⾏われた。 
第１次基本⽅針において、⾷品ロスの削減の⽬標は、家庭系⾷品ロスと事業系⾷品ロス共に、2000 年度⽐

で 2030 年度までに⾷品ロス量を半減させることと設定。直近 2022 年度の⾷品ロス量は家庭系・事業系とも
に 236 万トンであり、家庭系についてはあと 20 万トンの削減が必要。事業系については「a. ⾷品リサイクル
法の省令及び基本⽅針の⾒直し」のとおり。 

 
 

c. ⾷品寄附ガイドライン〜⾷品寄附の信頼性向上に向けて〜 
令和５年 12 ⽉に政府が取りまとめた「⾷品ロス削減⽬標達成に向けた施策パッケージ」において、未利⽤⾷品等

の提供（⾷品寄附）促進のため、⾷品寄附に関するガイドラインについて、官⺠で協⼒して検討し、作成することと
された。 
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これに基づき、関係省庁の協⼒を得て消費者庁が事務局を担う「⾷品寄附等に関する官⺠協議会」にて、⼀定の管
理責任を果たすことができる⾷品寄附関係者が遵守すべき事項を⽰した「⾷品寄附ガイドライン〜⾷品寄附の信頼性
向上に向けて〜」が令和６年 12 ⽉に策定された。 

 
d. ⾷べ残し持ち帰り促進ガイドライン〜SDGs ⽬標達成に向けて〜 

⾷品ロス削減のためには、まずは消費者が⾷べきることが重要であるが、⾷べ残してしまったものの持ち帰
りも１つの有効な⽅法である。そこで、令和 5 年 12 ⽉に政府が取りまとめた「⾷品ロス削減⽬標達成に向け
た施策パッケージ」に即して、⾷品ロスの削減の取組として、消費者庁、厚⽣労働省は、令和６年 12 ⽉に「⾷
べ残し持ち帰り促進ガイドライン〜SDGs ⽬標達成に向けて〜」を策定し、事業者・消費者双⽅が安⼼して⾷
べ残しの持ち帰りを促進することができるよう、事業者が⺠事上⼜は⾷品衛⽣上留意すべき事項を整理すると
ともに、消費者に求められる⾏動について整理。 
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【⾷品循環資源の再⽣利⽤等の促進に関する基本⽅針案のポイント】 
https://www.maff.go.jp/j/council/seisaku/syokusan/recycle/R4_1/attach/pdf/syokuri_241216-4.pdf 

 
【⾷品ロスの削減の推進に関する基本的な⽅針（令和７年３⽉ 25 ⽇閣議決定）】 
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/information/food_loss/promote/assets/consumer
_education_cms201_250325_01.pdf 

 
【⾷品ロス削減⽬標達成に向けた施策パッケージ（令和５年 12 ⽉ 22 ⽇）】 
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/information/food_loss/conference/assets/consum
er_education_cms201_231222_010.pdf 

 
【「⾷品寄附等に関する官⺠協議会」開催要領】 
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/information/food_loss/conference/assets/confere
nce_240904_0001.pdf 

 
【⾷品寄附ガイドライン〜⾷品寄附の信頼性向上に向けて〜(令和６年 12 ⽉ 25 ⽇)】 
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/information/food_loss/conference/assets/consum
er_education_cms201_241225_01.pdf 

 
【⾷品寄附ガイドライン〜⾷品寄附の信頼性向上に向けて〜(概要)】 
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/information/food_loss/promote/assets/consumer
_education_cms201_250120_01.pdf 

 
【「⾷べ残し持ち帰りに係る法的取扱いに関するガイドライン検討会」開催要領】 
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_education/meeting_materials/assets/consumer_educati
on_cms201_241024_02.pdf 

 
【⾷べ残し持ち帰り促進ガイドライン〜SDGs ⽬標達成に向けて〜（令和６年 12 ⽉ 25 ⽇）】 
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/information/food_loss/conference/assets/consum
er_education_cms201_241225_02.pdf 

 
【⾷べ残し持ち帰り促進ガイドライン〜SDGs ⽬標達成に向けて〜（概要）】 
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/information/food_loss/promote/assets/consumer
_education_cms201_250120_03.pdf 
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